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令和２年度「中小企業等海外出願・侵害対策支援事業費補助金 

（中小企業等外国出願支援事業）」公募要領 

 

公益財団法人くまもと産業支援財団（以下「財団」という。）は、知的財産権を活用して外国への事業展開等を

計画している県内中小企業者等を支援するため、中小企業等海外出願・侵害対策支援事業費補助金交付要綱（中小

企業等外国出願支援事業）（令和２年３月３０日付け２０２０３３０特第３号）（以下「交付要綱」という。）及び

中小企業等海外出願・侵害対策支援事業費補助金実施要領（中小企業等外国出願支援事業）（令和２年３月３１日

付け２０２００３３０特第５号）（以下「実施要領」という。）に基づき中小企業等海外出願・侵害対策支援事業の

公募を実施する。 

 

１．補助対象中小企業者等 

（１）熊本県内に事業所を有する中小企業者及びそれら中小企業者で構成されるグループ（構成員のうち中小企業

者が３分の２以上を占め、中小企業者の利益となる事業を営む者）であること。 

中小企業者とは、下表に示す事業者であり、中小企業者には法人格を有しない個人事業者を含む。また、地

域団体商標に係る外国特許庁への商標出願については、事業共同組合等、商工会、商工会議所、ＮＰＯ法人を

含む。 

業種 資本金及び従業員 

① ゴム製造業（自動車または航空機用タイヤ及びチ

ューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。） 
３億円以下又は９００人以下 

② 旅館業 ５，０００万円以下又は２００人以下 

③ 製造業、建設業、運輸業、 

ソフトウェア業又は情報処理サービス 

業、その他の業種（④～⑥を除く） 

３億円以下又は３００人以下 

④ 卸売業 １億円以下又は１００人以下 

⑤ サービス業 ５，０００万円以下又は１００人以下 

⑥ 小売業 ５，０００万円以下又は５０人以下 

（２）知的財産を戦略的に活用し、経営の向上を目指す意欲がある中小企業者等であること。 

（３）助成を希望する出願に関し、外国で権利が成立した場合等に、当該権利を活用した事業展開を計画している

中小企業者等、あるいは助成を希望する商標登録出願に関し、外国における冒認商標 対策の意思を有してい

る中小企業者等であること。 

（４）外国特許庁への出願業務を依頼する国内弁理士等（選任弁理士）の協力が得られる中小企業者又は自ら同業

務を現地代理人に直接依頼する場合には、同等の書類を提出できる中小企業者。 

（５）本事業実施後の査定状況報告、フォローアップ調査に対し、積極的に協力する中小企業者。 

   （ただし、本年度は救済措置あり、7 選考方法参照） 

（６）暴力団関係企業、違法な行為又は不正な行為を行った中小企業者、その他財団が不適当と判断する中小企業

者でないこと（「暴力団排除に関する誓約事項」＜別紙＞参照） 

 

２．対象出願要件 

  （１）～（５）の条件をすべて満たしている外国出願 

（１）特許、実用新案、意匠、商標、または冒認対策商標への出願であること。 

（２）申請書提出時点において既に日本国特許庁に行っている出願（ＰＣＴ国際出願を含む）であって、 以下のい

ずれかに該当する方法により、外国特許庁に同一内容の出願を行う予定であること。 

・パリ条約等に基づき、優先権を主張して外国特許庁への出願を行う方法（ただし、商標登録出願の場合には、

必ずしも優先権を主張することを要しない）。 

・特許協力条約に基づき、外国特許庁等への出願を行う方法（PCT国際出願を同国の国内段階に 移行する方法

またはダイレクトPCT国際出願であって、日本国を指定国に含んで各国に移行する方法）。 

・ハーグ協定に基づき、外国特許庁等への出願を行う方法（この場合、「既に日本国特許庁に行っている出願」

には、ハーグ協定に基づく国際出願時に日本国を指定締約国とするものを含む。）。 
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・マドリッド協定議定書に基づき、外国特許庁等への出願を行う方法。 

（３）既に日本国特許庁に行っている出願（ＰＣＴ国際出願を含む。）と同一の中小企業者名義で行われる予定の

出願であること。 

（４）採択後、令和３年１月３１日までに外国特許庁等への出願が完了し、実績報告書が提出できる見込みである

こと。 

（５）国内の先行技術調査等からみて外国での権利取得の可能性が否定されないと判断される出願であり、審査請

求が必要なものは各国特許庁が定める期日までに審査請求を行い、中間応答が必要になった場合に応答する

出願であること。 

 

３．補助対象となる経費 

補助対象となる主な経費は以下のとおり。 

経 費 区 分 内   容 

外国特許庁への出願手数料 外国特許庁への出願に要する経費 

現地代理人費用 外国特許庁に出願するための現地代理人に要する経費 

国内代理人費用 外国特許庁に出願するための国内代理人に要する経費 

翻訳費用 外国特許庁に出願するための翻訳に要する経費 

その他財団が特に事業に必要と認

める費用 

 

∗ 補助対象とならない経費 

 ○交付決定日以前に発生した費用 

○国内出願に要する経費 

 ○PCT出願経費中の以下の経費 

  （国際出願手数料、国際調査手数料、送付手数料、優先権証明願、予備審査手数料、 

   日本国特許庁への国内移行手数料等を含む。） 

○国際商標登録出願の本国官庁手数料 

 ○国内出願、PCT出願の国内出願に係る弁理士費用 

 ○国内における消費税および地方消費税 

 ○外国における付加価値税 

∗  補助交付決定後、令和３年１月３１日までに支出が完了するとともに、その根拠や明細等を記載した実績

報告書が提出されたものに限る。 

 

４．補助率・上限額及び経費負担 

（１）補助率・上限額 

・補助率：補助対象経費の２分の１以内（千円未満切捨て） 

・１企業（グループ）あたりの上限額：３００万円以内（複数案件の場合） 

（２）案件ごとの上限額 

・特許出願：１５０万円以内／件 

・実用新案登録出願・意匠登録及び商標登録出願：６０万円以内／件 

・冒認対策商標出願：３０万円以内／件 

（３）備考 

・予算額の範囲内で採択件数及び助成金額を決定する為、申請額より減額して交付決定することがある。 

・補助対象経費とならない費用は、企業の全額負担となる。 

 

５．申込受付期間  令和２年５月２０日（水）から６月２４日（水）午後５時まで（必着） 

∗ 期間厳守のこと。期間終了後は、速やかに選考委員会を開催するので、期間終了後は一切受け付けません。 

 

６．申込方法 

別紙様式に記入のうえ、必要書類を添付し、下記窓口まで持参又は郵送により申込み。持参の場合の受付時間

は、受付期間中の平日の午前９時から正午まで及び午後 1時から午後５時まで。 

∗ 添付書類は各６部提出すること。（申請書、協力承諾書は原本１部） 
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∗ 提出書類は、クリップ等でまとめ、ホッチキスで止めないこと。 

∗ 提出書類は、採択・不採択にかかわらず返却しない。 

 

７．選考方法 

・財団の選考委員会で選考のうえ、令和２年７月上旬に補助対象企業を決定する予定。 

・過去の査定状況報告、フォローアップ調査の提出状況に協力をしなかった事業者は選定しない。 

（実施要項第 7条第 4項）（ただし、本年度は対象の事業者に対しては救済措置がある。事前にご連絡くだ

さい。） 

・地域未来牽引企業（うちグローバル型に類型される企業）に対しては、加点措置の上選考する。（実施要項

第 7条第 5項） 

・審査の経過や内容については回答しない。 

採択となった場合は、補助対象企業の名称、所在地及び採択事業の出願種別（特許等）について、財団のホ

ームページで公表するものとする。また、必要に応じて補助対象企業の交付決定金額や採択件数についても

公表する。 

 

８．その他の留意点 

・ 本事業と国等が実施する補助事業や委託事業を重複して利用することはできない。 

・ 本事業で不採択となった案件は、以後の補助事業や委託事業へ申請可能である。 

・ 本事業で支援を希望する内容と類似した内容で、国等の補助事業や委託事業を利用した、若しくは申請し

ていると判断される場合、財団は補助対象企業に対し事業名称、事業主体、テーマ名、相違点について説

明を求めることができる。 

・ 上記１ 補助対象中小企業者等、７ 選考方法の中で下線を引いた項目は本年度追加された、特に注意が

必要な項目である。十分留意すること。 

 

９．申込・問合せ先 

  公益財団法人くまもと産業支援財団 

産業振興部 産学連携推進室 担当：山内、田口 

  〒861-2202 上益城郡益城町田原 2081-10 

  TEL：096-286-3300  FAX：096-286-3929  e-mail：yamauchi@kmt-ti.or.jp 
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別紙 

 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、間接補助金の交付の申請をするに当たって、ま

た、間接補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。こ

の誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し

立てません。 

 

記 

 

(１)  法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員

等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質

的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき 

(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(３) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的

に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有していると

き 

 


